
蒲郡市木造住宅耐震シェルター設置事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震による住宅の倒壊による居住者の生命の安全を守るため、

高齢者等が居住する住宅へ耐震シェルターを設置する者に対し、予算の範囲内に

おいて補助金を交付するものとし、その交付に関して、蒲郡市補助金等交付規則

（昭和３８年蒲郡市規則第１７号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義については、当該各号に

定めるところによる。 

⑴ 補助事業 この要綱に基づき補助金の交付決定を受けた者が実施する耐震シ

ェルターの設置工事をいう。 

⑵ 耐震シェルター 建物の上部構造評点の向上に寄与しない工法で、住宅が倒

壊しても安全な空間が確保できる住宅内に設置する箱型の構造物として、国、

地方公共団体及び耐震促進化を目的とする関係機関が奨励したもので、市長が

別に定めるものをいう。 

⑶ 代理受領 蒲郡市建築住宅課の所管する補助金代理受領に関する事務取扱要

綱（令和３年４月１日施行。以下「代理受領要綱」という。）に基づき、補助

金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）と補助金に関する事

業に係る工事及び委託に係る契約を締結した者（以下「事業者」という。）が、

申請者の委任を受け当該補助金の交付の請求及び受領をすることをいう。 

（補助対象住宅） 

第３条 補助の対象となる住宅（以下「対象住宅」という。）は、次の各号のいずれ

にも該当するものとする。 

⑴ 市内において、昭和５６年５月３１日以前に在来又は伝統工法で建築された

２階建て以下の木造住宅（延べ面積の２分の１以上が住宅の用に供されている

ものをいう。以下同じ。）であること。 

⑵ 蒲郡市が実施する無料耐震診断を受診し、その総合評価の上部構造評点が１．

０未満であること。 

（補助対象者） 



第４条 補助金の交付対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

⑴ 対象住宅の所有者又は使用者（当該所有者が承諾したものに限る。） 

⑵ 市税に滞納のない者 

⑶ 既に、当該耐震シェルターの設置補助又は蒲郡市の耐震改修補助の交付決定

を受けていない者 

⑷ ６５歳以上の高齢者のみで構成された世帯又は身体障害者手帳２級以上所持

者が含まれる世帯に属する者 

（補助の制限） 

第５条 補助の対象となる耐震シェルターの台数は、補助対象者に対して補助対象

住宅１戸当たり１台とする。 

（補助対象経費及び補助金額） 

第６条 補助金の交付対象経費は、耐震シェルターの購入費及び運搬費その他設置

に要する費用（当該床下工事等の付帯工事に係るものは除く。以下「対象経費」

という。）とする。 

２ 補助金の額は、対象経費の額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額。）とし、２５０，０００円を限度とする。 

（交付申請及び決定） 

第７条 申請者は、耐震シェルター設置工事に着手する前に、蒲郡市木造住宅耐震

シェルター設置事業費補助金交付申請書（第１号様式）に、必要な関係書類を添

付して市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、これを審査し、適当と認めた

ときは、補助金の交付を決定し、その旨を蒲郡市木造住宅耐震シェルター設置事

業費補助金交付決定通知書（第２号様式）により申請者に通知するものとする。

また、補助事業着手後、必要に応じて現地確認を行うことができる。 

（事業の変更及び中止） 

第８条 申請者は、申請内容を変更する必要が生じたとき又は補助事業を中止しよ

うとするときは、蒲郡市木造住宅耐震シェルター設置事業費補助金交付変更・中

止承認申請書（第３号様式）に、必要に応じて関係書類を添付して、市長に提出

しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、これを審査し、適当と認めた

ときは、補助金交付の変更・中止を決定し、その旨を蒲郡市木造住宅耐震シェル



ター設置事業費補助金交付変更・中止承認通知書（第４号様式）により申請者に

通知するものとする。 

（完了実績報告） 

第９条 補助金交付の決定を受けた者（以下「補助決定者」という。）は、当該補助

事業が完了したときは、蒲郡市木造住宅耐震シェルター設置事業完了実績報告書

（第５号様式。以下「報告書」という。）に必要な関係書類を添付して、市長に提

出しなければならない。 

２ 報告書は、補助事業の完了の日から起算して３０日を経過した日又は補助金の

交付決定があった日の属する年度の２月末日のいずれか早い日までに提出しなけ

ればならない。 

（補助金の額の確定） 

第１０条 市長は、報告書を受理した場合において、必要に応じて実地検査を行い、

その内容を審査の上、適正と認めたときは交付すべき補助金の額を確定し、蒲郡

市木造住宅耐震シェルター設置事業費補助金確定通知書（第６号様式）によりそ

の旨を補助決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１１条 補助決定者は、前条の通知を受けた日から起算して１０日以内に蒲郡市

木造住宅耐震シェルター設置事業費補助金支払請求書（第７号様式）を市長に提

出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する補助金の支払請求書の提出があったときは、補助決定

者に補助金を交付するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長は、代理受領を行う場合は、代理受領要綱の

規定に基づき、事業者に補助金を交付するものとする。 

（報告及び検査等） 

第１２条 市長は、この要綱による補助金の交付に関し必要があると認めるときは、

補助決定者に対して報告を求め、又は検査し、若しくは調査することができるも

のとする。この場合において、補助決定者は、これに協力しなければならない。 

（電子情報処理組織による手続の特例） 

第１３条 市長は、この要綱に定める手続については、蒲郡市情報通信技術を活用

した行政の推進に関する条例（平成１８年蒲郡市条例第４４号）及び蒲郡市情報

通信技術を活用した行政の推進に関する規則（平成１８年蒲郡市規則第７１号）



の例により、電子情報処理組織を使用して行わせることができるものとする。 

（雑則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和２年４月１０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年１２月２８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 


